平成１７年北九州市産業連関表作成の概要
１．基本方針
　北九州市内における財・サービスの生産活動及び取引を対象とする。

対象期間、部門分類、概念、定義、推計方法等、可能な範囲で、国の産業連関表作成のための「平成17年（2005年）産業連関表作成基本要綱」（平成19年2月 産業連関部局長会議）に準拠するよう作成。
２．平成17年（2005年）産業連関表の基本フレーム
（１）対象期間と地域的範囲

　　①対象期間

平成17年1月から12月までの１年間（歴年）
　　②地域的範囲

　　　北九州市内

（２）部門分類（内生部門の分類）
取引基本表（行520×列407部門）

統合小分類（190部門）

統合中分類（108部門）

統合大分類（34部門）

ひな形（13部門）

このうち統合中分類、統合大分類、及びひな型による産業連関表を公表。
（３）価格評価と表形式
　実際価格による生産者価格評価
（４）移輸入の扱い
　競争移輸入型
（５）作成する逆行列係数表
　　（Ｉ－Ａ）－１型及び〔Ｉ－（Ｉ－EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o(\s\up 9(∧),Ｍ)）Ａ〕－１型の２種類
３．推計作業

　　総務省政策統括官（統計基準担当）による「地域産業連関表作成マニュアル」（平成20年１月）（以下、「マニュアル」と言う）の示す推計手順を、可能な限り、採用することを基本とした。ただし、マニュアルの手法が採用できない部門（都道府県以上でなければ数値の公表のない統計資料を利用することが前提となっている等）については、やむを得ず、国値や県値の案分等、他の手法による推計を行った。

４．市内生産額の推計
各部門ごと、下記の統計資料により、数値を引用し、または案分等することで、本市生産額を推計した。

　(1) 農林水産業　：　市民経済計算、国産業連関表生産額、生産農業所得統計、福岡農林水産統計年報、サービス業組替集計結果等
　(2) 鉱業　　　　：　市民経済計算、工業統計組替値
　(3) 製造業　　　：　工業統計組替値、国産業連関表生産額、教育要覧、本市決算統計等
　(4) 建設業　　　：　住宅着工統計、国産業連関表生産額、市民経済計算、道路統計年報等
　(5) 電力・ガス・水道業　：　市民経済計算、サービス業組替集計結果
　(6) 商業　　　　：　市民経済計算
　(7) 金融・保険　：　市民経済計算
(8) 不動産業　　：　国産業連関表生産額、住宅土地統計調査、市民経済計算
(9) 運輸　　　　：　市民経済計算、陸運統計要覧、国産業連関表生産額、北九州港港湾統計、航空輸送統計調査、事業所統計調査等
(10) 情報通信　 ：　国産業連関表生産額、市民経済計算、電気通信事業者協会HP、NHK事業収支決算表、事業所統計調査、通信産業基本調査、工業統計等
(11) 公務　　　 ：　市民経済計算
(12) サービス業 ：　市民経済計算、日本私立学校振興・共済事業団、事業所統計調査、国産業連関表生産額、サービス業統組替集計結果、市決算統計、特定サービス産業実態調査
５．内生部門・粗付加価値部門の推計
国の投入係数による暫定投入表を作成し、それを下記のとおり修正したものを、本市の投入係数表として、本市生産額（列部門）を案分し、内生部門、粗付加価値部門の数値を推計した。

・製造業部門　　　：　自工場生産額が少ない場合、工業統計割合によって原材料等の大枠を調整。

・工業部門　　　　：　『工業統計組替集計結果報告書』の、部門別生産額に占める「現金給与額の割合」や、「減価償却額の割合」が、市と国とで大きく異なっている場合、『工業統計組替集計結果報告書』の数値を利用した割合に、当該部門の雇用者所得と資本減耗引当を調整。

・サービス業部門　：　『サービス業基本統計組替集計結果報告書』の、部門別生産額に占める「雇用者所得の割合」が、市と国とで大きく異なっている場合、『サービス業基本統計組替集計結果報告書』の数値を利用した割合に、当該部門の雇用者所得を調整。

・上記以外の部門　：　全国表の投入係数を採用。

・粗付加価値部門　：　数値を北九州市市民経済計算の数値と整合させるよう調整。
６．最終需要部門の推計
　
　(1) 家計外消費支出（列）
　　　粗付加価値部門の「宿泊・日当」、「交際費」、「福利厚生費」の合計値を、家計外消費支出（列）の合計値とし、全国表の各セル値の割合で、各行部門に合計値を案分。

(2) 民間消費支出
家計消費支出は、家計調査の国の調査結果組替値と、国表の家計消費支出の数値の乖離を補正する数値を推計し、家計調査の市の調査結果組替値に補正値を乗じて、本市の数値とした。
対家計民間非営利団体消費支出は、各行部門ごと、福岡県表の、生産額に占める本部門の比率を、本市各行部門生産額に乗じて、本市各行部門の値を推計。
　(3) 一般政府消費支出
　　　本市が資料等で直接推計した数字と、把握できない部門の市生産額に国における比率を乗じた推計値でできた仮の推計値全体を、市民経済計算の政府最終消費支出と比較して調整。
　　　社会資本減耗分は、粗付加価値部門の資本減耗引当（社会資本減耗分）（行部門）の総額を、国表の構成比で社会資本減耗分部門に配分。

　(4) 市内総固定資本形成
公的　：　市民経済計算における資本形成に関するデータを、産業連関表に対応するよう集計。その値を国の固定資本マトリックス（公的）の構成比で案分し、これを投資財コード別に集計。
民間　：
（製造業部門）
本市と国の、工業統計組替集計結果を資本形成部門別に集計。国の固定資本マトリックスの資本形成部門別投資総額に、集計した市値と国値の比率を乗じることで、本市の各部門の数値を推計。各部門を、国の固定資本マトリックスの構成比率で投資財別に振り分けて、これを投資財別に集計。
（サービス業部門）
サービス業基本統計組替集計結果を利用して、製造業部門と同様の処理。

（製造業・サービス業以外の部門）
市民経済計算の部門別の民間企業設備投資データを、資本形成部門別に集計。国の固定資本マトリックスの構成比で、製造業部門やサービス業部門と同様の処理。

　(5) 在庫純増
基本的に、全国表の値に占める本市の値の比率を、全国表の在庫部門に乗ずることで推計。工業統計組替集計結果等の統計資料が利用できる部門では、それを用いて推計。
　(6) 移輸出入
マニュアルで、推計方法が個別に特定されている部門は、その方法で推計した数値を採用。

他の部門は、本市で実施した、『物資流通調査』によって把握できた数値があれば、その数値を採用。但し、ある程度の確度のある数値として把握できるのは、工業統計調査の調査対象品目（＝『物資流通調査』の調査対象品目）の“移輸出率”に限られている。
数値把握できない部門の、輸出入については、基本的に国の数値を案分したものを採用。
数値把握できない部門の、移出入率については、本市の前回表の移輸出入率や、福岡県表の移輸出入率の変動を参考に、各行単位で出入の相殺等の調整を行った数値を、最終的な移輸出入率として採用した。

